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要旨

本論文は再生可能エネルギーの導入が長期
的に電力価格の安定性に与える影響について
検証を行った．具体的には日本の4エリア（北
海道・東日本・西日本・九州）を対象に
Wozabal et al（2016）， Schoniger and 
Morawetz（2022）に基づくモデルを用いて，
再生可能エネルギーの生産量の比率と電力価
格の変動に U 字型の関係があることを明ら
かにした．つまり再生可能エネルギーの導入
が必ずしも電力価格の変動を増加させるわけ
ではなく，再生可能エネルギーの生産比率が
低い場合と高い場合に電力価格の変動が増加
する可能性を示唆している．
キーワード：電力市場，再生可能エネルギー，
パネルデータ分析，電力価格の変動

第 1章　序論

1.1　近年の電力政策について
産業革命以降，現代に至るまで石炭・石油・

天然ガスを中心とした化石燃料が世界の発電
手法の大部分を占めてきた．しかし大気汚染
や地球温暖化といった化石燃料による環境へ
の悪影響が明らかになるにつれ，風力・太陽
光発電といった再生可能エネルギーに発電手
法をシフトする動きが加速している．環境問
題の影響はこれまで環境汚染に関わってこな
かった国々（海面上昇による国家消滅危機に
直面するツバルなど）が最初に受けるとされ
ており，再生可能エネルギー導入の社会的意

義は増している．そのため欧州では電力消費
の 10% 以上が再生可能エネルギー（水力発
電を除く）で賄われるなど，世界的に導入が
加速している．（BP 2021）

再生可能エネルギーへの投資額も年々増加
しており，欧州ではここ 10 年で約 50% の成
長率を見せている．（IEA 2022）その中でも
太陽光発電と風力発電が再生可能エネルギー
の導入を牽引していると言えるだろう．我が
国においても太陽光発電が再生可能エネルギ
ーの中で最も発電割合が高いことや（経済産
業省 2022），風力分野において現段階の発電
割合は少ないものの，洋上風力発電といった
地理的特性を活かした手法の投資が活発化し
ていることから上記 2 つの発電手法の存在感
が増している．

このように各国で再生可能エネルギーの導
入が進んでいるのは，再生可能エネルギーの
抱える課題を技術革新や政策で補っているこ
とが要因と言える．再生可能エネルギーの課
題とは主に（a）発電が高コスト（b）発電設
備の設置における地理的制約（c）間欠性の
3 点が挙げられる．
（a）発電コストに関しては技術革新に加え

て政府の補助金や FIT/FIP 制度といった政
策を通して，事業者の負担を軽減できるよう
動きがなされている．またメリットオーダー
効果と呼ばれる太陽光発電や風力発電といっ
た限界費用の安い再エネが増えることにより
発電量の短期限界費用が低減し，電力スポッ
ト価格の低下につながることで長期的な電力
価格低減効果が証明されている．
（b）地理的制約に関して，欧州諸国は大規

模な洋上風力発電基盤を遠浅の地形を活かし

研究論文

再生可能エネルギーの導入は長期的な電力卸売価格の
安定に寄与するのか ?

安　江　輝　浩（京都大学大学院）



－ 57 －

再生可能エネルギーの導入は長期的な電力卸売価格の安定に寄与するのか ?

て展開し，年々その発電量を増加させている．
我が国においても九州における太陽光発電，
海岸線が長く風力が安定している北海道・東
北エリアで浮体式洋上風力発電を推進してお
り，地理的特性を活かした取り組みが加速し
ている．

一方で（c）間欠性に関してその解決策と
して蓄電池の導入や需要側の変動を柔軟にす
るデマンドレスポンス（DR）などが挙げら
れる．しかしこれらはいまだ高コストであり，
再生可能エネルギーの導入スピードと同等に
普及させていくことが大きな課題となってい
る．

こうした現状を踏まえ電力の安定供給の観
点から他の電源について目を向けると化石燃
料由来の電源は世界情勢や紛争などの外部要
因による価格変動が大きく，その影響を消費
者が被ること状況が頻発している．例として
2020 年冬に起きた電力価格高騰や 2022 年 2
月に勃発したウクライナ紛争による価格高騰
などが挙げられる．原子力発電についても世
界的な潮流として高いリスクがゆえ，なるべ
く削減していくことが求められている．特に
慎重論が根強い我が国では長期的に安定した
発電と仮定して運用することは簡単ではな
い．そのため再生可能エネルギーは化石燃料
に頼らず安定した電力供給を実現する上で重
要性が増している．また価格の高騰や変動と
いった不確実性の軽減や，間欠性を補完する
手段として一般的に柔軟性オプションと言わ
れるフレキシブルに発電量が調整可能な
LNG・石油電源，電力の需給調整機能を持
つ蓄電池や揚水発電などの普及が喫緊の課題
と言えるだろう．

1.2　リサーチクエスチョン
再生可能エネルギーの導入を加速させつ

つ，間欠性に伴う電力価格の不確実性という
課題を解決するには技術革新といった側面に
加え，再生可能エネルギーの導入が長期的に
電力価格の安定性にどのような影響を与える
か，そして価格を安定させるために必要な要
因を明らかにする必要がある．

そこで本研究では対象地域の電力価格の変

動と再生可能エネルギー導入量に着目し，一
定の割合を超えた再生可能エネルギーの導入
が価格変動の増大を招くのか検証を行った．
また本研究における再生可能エネルギーの対
象として間欠性が高い電源である太陽光発
電・風力発電を IRE として分析対象とした．

それに加えて国際送電網のない我が国は電
力価格の変動や電力供給システムの危機に対
するアクションが欧州諸国と比較して少ない
ことから IRE の割合が高まった場合に発生
する可能性が高い電力価格の変動に対する柔
軟性オプションについて分析を行った．

第 2章　先行研究

2.1　  再生可能エネルギーが電力スポット価
格の低減に与える影響

再生可能エネルギーが電力価格に与える影
響としてメリットオーダー効果が挙げられ
る．メリットオーダーとは電力を私的限界費
用の安い順に並べ，費用が安い電力から送電
網にアクセスできる仕組みである．これによ
り私的限界費用が安い再生可能エネルギーが
増えることで発電に必要な価格を下げること
が出来る．メリットオーダー効果に関する研
究は各国で行われており，日本の事例では
Sakaguchi and Fujii（2021）や Maekawa 
et .al（2018）が挙げられる．

これらの研究では風力・太陽光発電を対象
とした IRE の導入が JEPX のスポット価格
低減に寄与することを明らかにしている．ま
たオーストラリア市場を対象としたものでは
Csereklyei（2019），ポルトガル市場を対象
としたものには Macedo et al.（2020），スペ
イン市場を対象としたものには Figueired 
and Sliva（2020），ドイツ・オーストリア市
場を対象とした分析は Cludius.et.al（2014），
Zipp（2017）らが挙げられる．また長期的な
メリットオーダー効果について理論モデルを
用いて分析した研究として Antwelier & 
Muesgens（2021）が挙げられる．

上記の研究では IRE の導入が電力スポッ
ト価格に対して価格低減効果，つまりメリッ
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トオーダー効果を持つことが示されている．
一方で電力スポット価格の変動は IRE 発電
の量と種類によって低減が可能とする
Wozabal et al（2016）の主張も存在する．
この研究はドイツを対象としたものであった
が分析対象を欧州の複数の国に拡張し，IRE
が電力スポット価格変動に与える影響を分析
した研究として Schoniger and Morawetz

（2022）がある．この研究では IRE の普及状
況や IRE を取り巻く要因に左右されるもの
の，IRE の導入増が電力スポット価格の価格
変動を大きくするとは限らず，小さくする可
能性を指摘している．また価格変動に与える
影響はその国の持つ蓄電能力，送電能力，需
給調整能力など様々な要因のもとで決定され
るとしている．

2.2　  再生可能エネルギーが電力スポット価
格の変動に与える影響

前述のように IRE のメリットオーダー効
果はこれまでの研究により一義的となってい
るが，価格変動については様々なアプローチ
からの研究をもとに，異なる主張が述べられ
ている．Green and Vasilakos（2010）はイ
ギリスの風力発電市場を分析し，イギリスの
風力発電量の変動，需要，市場の競争力など
の要因を含めたモデルを構築し，イギリスが
再エネ目標を達成する上で風力発電に大きく
依存する場合，イギリスの電力スポット価格
は風力発電の発電量によって大きく影響され
ることを明らかにしている．Jacobsen and 
Zvingilaite（2010）はデンマークの市場を分
析し，再生可能エネルギーの増加により電力
価格の変動が大きくなることを示している．
その一方で電力価格のピーク価格に対する頻
度が低下するとしている．

Adom et al（2017）では，ガーナの再生可
能エネルギー発電の増加が電力価格の安定性
に与える影響を分析した．その結果，再生可
能エネルギーの割合が増加することが短期的
にも長期的にも電力価格に不確実性をもたら
すとし，異なる時間帯に稼働するエネルギー
源の組み合わせや需要側のマネジメントシス
テムの構築が電力価格の不確実性の低減に有

効な施策だとしている．
Martinez-Anido（2016）ではニューイン

グランドの風力発電普及率・発電量予測など
をモデル化し，風力発電の普及率と電力価格
の変動との関係性を分析している．

上記の分析では再生可能エネルギーの割合
が増加すると電力価格の不確実性が増加する
と結論づけているが，この仮説を支持しない
研究も存在する．Wozabal et al（2016）で
は理論モデルと実証モデルの双方から再生可
能エネルギーの増加が電力価格変動に与える
影響を分析している．その結果理論モデルで
は残余需要，すなわち総需要から IRE によ
る発電を引いた数値が小さい場合と高い場合
で価格の分散が増え，中間部分では価格の分
散が少なくなる U 字形のモデルをとるとし
ている．実証分析はドイツの電力市場を対象
に残余需要が電力価格の分散が下に凸の関数
の形をとる事を示し，理論モデルで述べてい
る IRE のシェアにより価格変動が増加・減
少することを示唆している．Jó nsson et al

（2017）ではデンマークの電力市場を対象に
予測される風力発電の割合が増加するほど電
力スポット価格の変動が抑制されるとしてい
る．その中で風力発電の割合が高くなるほど
電力スポット価格が極端に高くなる確率が下
がり，価格変動抑制につながるとしている．
Schoniger and Morawetz（2022）の研究で
は Wozabal et al（2016）に基づいて欧州の
複数の国を分析し，再生可能エネルギーの発
電割合と電力価格の分散の間に U 字型の関
係があることを確認している．また分析した
国々の中で電力価格変動が少ない国は電力の
輸出入能力や水力発電容量が高いといった特
徴があり，価格変動抑制には前述の要因が重
要だとしている．

Mö bius and Mü sgens（2015）の研究では
コストを最小化する電力スポット市場配電・
投資モデルを用いたフルコストアプローチに
よる分析で風力発電のシェアが低い場合はさ
らにシェアが増加した際に電力価格の分散が
減少し，風力発電のシェアが高い場合にはさ
らにシェアが増加した場合に電力価格の分散
が増加することを明らかにしている．これら
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の要因としてランプアップ・ダウンによるベ
ースロード電源の起動コストを挙げている．

これらの先行研究では価格の変動について
価格スパイクの頻度や価格の分散といったよ
うに様々な尺度で分析が行われてきた．本研
究では電力価格変動の定義を電力価格の分散
とし，電力価格の変動に影響を与える要因で
ある再生可能エネルギーの導入量で表される
残余需要の分布，残余需要をカバーする化石
燃料を用いた発電の供給関数の 2 つをもとに
モデルを構築した Schoniger and Morawetz

（2022）を基に分析を進めていく．その上で
間欠性が高い再生可能エネルギー（IRE）で
ある風力発電と太陽光発電を基盤として，日
本の 4 地域を分析対象とすることで我が国の
IRE 導入における電力スポット価格の変動に
対する影響や価格変動に対して有効となる柔
軟性オプションを明らかにし，我が国が今後
IRE の導入を加速させていく上で考えるべき
要素や施策を考察する．

第 3章　分析手法

3.1　分析の枠組み
これまでの研究では電力スポット価格の変

動要因として Wozabal et al（2016）では
Green and Vasilakos（2010），Mö bius and 
Mü sgens（2015）の知見を基に再生可能エネ
ルギーの導入量＝残余需要，残余需要をカバ
ーする電力市場の供給関数が重要としてい
る．これらの概念モデルを図 1 に示す．これ
は Wozabal et al（2016）からの引用に基づ
く概念モデルであり，非弾力的でランダムな
電力需要 Q を持つ静的市場を表している．X
軸は残余需要（Residual load）を，Y 軸は
電力スポット価格（Electricity spot price）
を表している．Q を総電力需要，I を IRE の
総量とすると X=Q-I となる．また S は IRE
を含まない電力の供給曲線を表す．ここで供
給曲線の形状について考えてみる．本モデル
では供給曲線を競争的凸市場曲線に基づいて
仮定しているが，実際の電力市場においては
燃料費の増加，発電制約，発電所稼働率，電

力需要の変化といった時間と共に変化する要
因が存在する．このため発電所の給電に関す
る要因を考慮する上では，供給関数の凸性仮
定を変更する事で上記の動学的要因を考慮し
た上での供給曲線をモデル化できる．これら
に関する主張や具体例として残余需要が少な
い，高い場合に柔軟性に欠ける従来のベース
ロード電源は価格の下落を引き起こすといっ
た分析が複数存在する．（Fanone et al 2013）

これは発電所が発電を止め，再起動に必要
な時間とコストを支払うより数時間のマイナ
ス損失を受け入れることが要因とされてい
る．欧州では電力価格がマイナスになること
は珍しくなく，前述の現象が観測されている．
つまり発電量が増えるほど発電コストが嵩む
場合を考えると，図 1 の左端部分の供給曲線
が凹関数を取る可能性を表している．

また He et al（2013）では凹凸部分をもつ
供給曲線 = 逆 S 字型モデルが凸型の供給関
数よりドイツの電力スポット市場のメリット
オーダー曲線に適合することを示している．
そのため図 1 は供給関数が逆 S 字形を持つモ
デルを表している．電力市場価格は残余需要
X と供給曲線 S の交点によって決定する．こ
の場合に IRE の生産を残余需要で表すメリ
ットとしては，電力需要と間欠的な IRE の
生産の確率的な数量を残余需要に組み込む一
方で，供給曲線はそういった変化を受けず決
定性を持つことである．（Graf and Wozabal 
2013）

X 軸上にある分布は残余需要の確率分布を
表し，Y 軸上の分布は電力スポット価格の確
率分布を示している．残余需要の分布はある
時間軸における供給曲線 S の傾きに応じて，
価格分布を作り出す．供給曲線 S は残余需要
が少ない部分から多くなる（IRE のシェア増）
につれ傾きが穏やかになり，残余需要も左に
シフトする．そのため価格水準が低下するメ
リットオーダー効果が観察される．このモデ
ルでは供給曲線の右端と左端において電力ス
ポット価格の分布が大きくなり，供給曲線の
傾きがなだらかになっている部分では電力ス
ポット価格の分布が小さくなっている．

図 2 は図 1 の仮定に基づいて残余需要が電
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力価格分散に与える影響を表したものであ
る．このモデルでは残余需要が電力価格の分
散に対して U 字形をとること，つまり IRE
の導入量が少ない場合，多い場合において電

力価格の分散が増加することを示している．
またそれに加えて電力価格の変動に影響を与
える要因として供給曲線の形状，残余需要の
分布＝ IRE 導入量とその分散の 2 つが挙げ

図 1　逆 S字形の供給関数を仮定した電力スポット価格と残余需要の関係
（出典）（Wozabal et al., 2016）

図 2　図 1の仮定に基づく残余需要が電力価格分散に与える影響（出典）（Wozabal et al., 2016）
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られる事がわかる．
これらの前提に基づき Wozabal et al

（2016）はドイツの電力市場，Schoniger and 
Morawetz（2022）は欧州 9 カ国の電力市場
を対象に実証分析を行い，それぞれ残余需要
が電力価格の分散に対して下に凸の関数を取
ること，つまり残余需要と電力価格の分散が
U 字型の関係＝供給関数が逆 S 字型である
ことを明らかにしている．また Wozabal et 
al（2016）， Schoniger and Morawetz（2022）
からの引用に基づく理論モデルを Appendix
に記載する．

3.2　実証モデル
本研究の実証モデルでは風力発電と太陽光

発電を間欠性の高い再生可能エネルギー＝
IRE と定義し分析を行った．そのため水力や
地熱といった発電手法は従来型の電源に割り
当てる．これらの前提のもとで日本の 4 エリ
ア（北海道・東日本・西日本・九州）におけ
る電力価格の変動が IRE の変動に起因して
いるかについて分析を行った．実証モデルで
用いた回帰分析における被説明変数は電力価
格の変動を表す分散を用いた．実証モデルは
Schoniger and Morawetz（2022）に基づい
て以下のように定義を行った．

Basic モデル𝑉𝑎𝑟(𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒) =𝛼+𝑅𝑖𝑡𝛽’+𝐾𝑖𝑡𝛾’+𝜃𝑡+𝜌𝑡+𝐶𝑖𝛿+𝑢𝑖𝑡
𝛼＝切片𝑅𝑖𝑡 =  日時 t におけるエリア i の残余需要，残

余需要の 2 乗，残余需要の分散𝐾𝑖𝑡=  天然ガス価格と 3 ヶ月遅れの天然ガス
価格𝜃𝑡 = 日時固定効果𝜌𝑡= 月次固定効果𝐶𝑖=  連系線容量，設備容量における石油・天

然ガス発電，水力・揚水発電の割合𝑢𝑖𝑡=  時定数部分 v𝑖と特異部分 𝑢𝑖𝑡からなる
誤差項

残余需要 X を総需要 Q と IRE 導入量 I に
分ける場合に

X2=(Q-I)2=Q2-2QI-I2

という式が得られる．また上記の式の分散を
考えると
Var(X)=Var(Q-I)=Var(Q)-2Cov(Q,I)+Var(I)
となり，Extend モデルを導く．

Extend モデル𝑉𝑎𝑟（𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒）𝑖𝑡=𝛼+𝑀𝑖𝑡𝛽′+𝐾𝑖𝑡𝛾’+𝜃𝑡+𝜌𝑡+𝐶𝑖𝛿′+𝑢𝑖𝑡𝑀𝑖𝑡= 負荷・IRE とそれらの 2 乗，分散，負
荷と IRE の共分散，負荷と IRE の相互作用
項

Extend モデルから IRE を風力・太陽光発
電に分けた式を Wind/Solar モデルとして定
義する．

Wind/Solar モデル𝑉𝑎𝑟（𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒）𝑖𝑡=𝛼+𝑊𝑖𝑡𝛽^′+𝐾𝑖𝑡𝛾′+𝜃𝑡+𝜌𝑡+𝐶𝑖𝛿′+𝑢𝑖𝑡𝑊𝑖𝑡= 負荷，風力発電，太陽光発電とそれら
の二乗，分散，IRE の分散，IRE と負荷の
共分散，各発電の相互作用項

分析する 4 つの地域では総負荷に大きな差
があるため全ての説明変数を相対値に変換し
ている．地域別の日別平均負荷の最大値をも
とに残余需要，IRE，風力発電，太陽光発電
量の相対化を行った．これらの相対値をもと
に 2 乗項，分散，共分散を導出した．回帰式
の被説明変数である電力価格の分散に関して
は相対化を行っていない．

分析を行う上で説明変数の外生性について
考慮する必要がある．風力・太陽光発電量は
天候によって発電量が決まるため，電力価格
分散に影響を与える観測されない交絡因子が
存在する可能性は低い．また電力価格の分散
と残余需要においても日次・月次固定効果に
より電力需要に関する観測されない交絡因子
の制御が可能になっている．

本研究では時間の経過とともに変化しない
変数の影響を考慮するために上記モデル

（Basic・Extend・Wind/Solar）を固定効果
モデル，エリア別 Pooled OLS を用いて分析
を行った．Pooled OLS モデルのメリットは
時定数を含めることができる点であり，デメ
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リットは観測されない時定数変数を分析に含
めることが出来ず，この変数と説明変数の相
関を仮定すると推定値に誤差が生じる可能性
がある．固定効果モデルでは観測されない時
定数変数を制御できるため，この問題に対処
する事が出来る．またデータの期間において
フレキシブル発電容量，水力発電容量などの
柔軟性オプションはほぼ一定である．このよ
うな柔軟性オプションは供給曲線の形状が電
力価格の変動に与える影響を小さくする影響
があると考えられる．

固定効果モデルの推定量では変数が単位根
を持つ場合，偽回帰の可能性が生じるため，
Maddala and W u panel unit root test 
procedure（Croissant and Millo, 2018; 
Maddala and Wu, 1999）を用いた単位根検
定を実施した．その結果全ての変数において
単位根を持っておらず，定常性が確認された．
ま た Wooldridge（Croissant and Millo, 
2018; Wooldridge, 2010）に基づく検定によ
り，残差の系列相関が確認されたため不均一
分散に頑健な標準誤差（ロバスト標準誤差）
を固定効果モデルに用いている．全ての共同
有意性検定にも同様に実施した．またエリア
別の分析においては Durbin-Watson 検定が
誤差項の相関を示したため，本モデルでは
HAC 標準誤差（不均一分散と自己相関に対
して頑健な標準誤差）を用いた．モデリング
は R Version 4.0.3（2020）を用いて分析を行
った．

3.3　データ
日本を 4 つのエリア（北海道・東日本・西

日本・九州）に区分し分析対象とした．デー
タ期間は 2016 年 4 月から 2021 年 3 月までと
した．（電力価格の高騰が発生した 2019/7/24-
25・2020/12/15-2021/1/25 の期間は除外した）

回帰分析の被説明変数は電力の日次スポット
価格の分散であることから期間中の各エリア
における電力価格を日本卸電力取引所

（JEPX）から入手した．（JEPX 2022）
東日本エリアは東京電力・東北電力管内，

西日本エリアは中部電力・北陸電力・関西電
力・中国電力・四国電力管内と定義した．ま
た日次需要や風力・太陽光発電量は各エリア
の電力会社のエリア需給データから入手し
た．また天然ガス価格などの燃料価格の日次
価格，各エリアのフレキシブル発電，水力・
揚水発電のキャパシティ（経済産業省 2022），
各エリアの連系線容量（OCCTO 2021）を入
手した．これらのデータをもとに分析を行っ
た．

3.4　分析対象エリアの基本統計データ
表 1 は 2016/4-2021/3 における各エリアの

記述統計量である．東日本・西日本の電力需
要は 40GW を超えており，イタリアやスペ
インといった欧州の国を上回る規模があるこ
とがわかる．電力の平均スポット価格は九州
が最も安く，7.70 円 /MWh である．これは
太陽光発電の割合が非常に高く，発電の限界
発電費用が安いことが要因と考えられる．日
次電力スポット価格の分散は北海道が最も高
く，西日本が最も低い結果となった．また
IRE 発電を構成する風力・太陽光発電におい
て全体のシェアは九州が最も高く，風力発電
は北海道が総負荷における約 3% となってい
る．太陽光発電は前述のように九州が総負荷
における約 12% となっている．表 2-a は各
エリアのフレキシブル発電のシェア（全電源
に対する割合），連系線のキャパシティ（期
間内の Max load に対する割合）を表してい
る．表 2-b は記述統計や各電力会社の需給実
績，電力調査統計のデータから他地域と比較

表 1　2016/4-2021/3 の各エリアにおける記述統計量
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した各エリアの電源毎の特徴をまとめたもの
となっている．

第 4章　分析結果

4.1　パネルデータ分析
表 3 は固定効果を考慮したパネルモデルに

よる Basic・Extend・Wind/Solar モデルの
回帰結果を表したものである．Basic モデル
では Residual Load の係数が -2.50,Residual 
Load^2 の係数は 0.03 となり，双方とも統計
的に有意である．この結果から残余需要が電
力価格の分散に下に凸の関数をとる事がわか
り，先行研究と同様に U 字型を取ることが
示されている．

欧州9ヶ国の電力市場を分析した Schoniger 
and Morawetz（2022）の分析結果（残余需

要の 2 乗の係数 =0.05）と比較すると，欧州
より日本の方が残余需要の電力価格の変動に
対する依存性が低いことがわかる．Extend
モデルでは残余需要を負荷と IRE に分けた
分析を行った．その結果，電力価格の変動に
影響を与える要因である残余需要の分布 = 負
荷と IRE の分布を表す Load, Load^2, IRE, 
IRE^2, Load*IRE は統計的に有意となり , 図
1 で示した仮説を確認することが出来た．

（IRE, Load*IRE は有意水準 10% で有意）
Wind/Solar モデルは IRE を風力発電と太

陽光発電に分けて分析を実施した．その結果，
Wind,Solar それぞれにおいて Wind^2 以外
の係数は統計的に有意となった．（Solar は
有意水準 10% で有意）それ以外の係数に関
しては Extend モデルと非常に似た結果とな
った．

各モデルにおいて Load 係数が電力分散に

表 2-b　他地域と比較した各エリアの特徴

出典：電力調査統計（経済産業省 2022），各電力会社のエリア受給実績（2022），
URL: https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/electric_power/ep002/results_archive.html#r02
出力制御の低減に向けた取り組みについて（資源エネルギー庁 2021）　URL:https://www.meti.go.jp/
shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/030_03_00.pdf
原子力発電所の現在の運転状況（原子力規制委員会 2022）URL:https://www.nra.go.jp/jimusho/unten_
jokyo.html

表 2-a　フレキシブル発電・水力揚水容量・連系線容量のシェア
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対して負の影響を与える理由に関しては，諸
外国と比較して IRE シェアが少ない中で総
需要が増えることで，ベースロード・フレキ
シブル電源の割合が増加し，電力価格の分散
が減少するためだと考えられる．また総需要
と風力発電量の相互作用が電力価格の分散に
対して正の影響を与える要因としては，総需
要の増加により電力供給の安定性が低減した
際に，総需要の平均約 1% のシェアと発電量
が増加した際のインパクトが少ないことが要
因として考えられる．

共同有意性に関しては全ての係数で統計的
に有意となっている．共同有意性とは複数の

変数や効果を同時にグループとして統計的に
有意であることを表す指標である．

4.2　エリア別分析
表 4 は各エリアの Basic モデルに基づく分

析結果を表している．その結果，東日本・西
日本・九州において残余需要が電力価格の分
散に対して下に凸の関数を示すことで，U 字
型を取ることがわかった．すべての説明変数
は相対値で表している．北海道の係数は統計
的に有意ではなく，符号も異なった事から逆
U 字形に近いフラットな形状をとると考えら
れる．共同有意性は全てのエリアで統計的に

表 3　固定効果を考慮したパネルモデルによるBasic・Extend・Wind/Solar モデルの回帰結果

∗カッコ内は P 値を示している．P 値は不均一分散に頑健な標準誤差に基づく．
共同有意性は F 統計量を括弧内の P 値で示している．
∗∗∗，∗∗ ，∗ はそれぞ れ 1%，5%，10% の有意水準で 有意で あることを示す．
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有意となっている．
すべてのエリアで統計的に有意となった残

余需要の分散は電力価格の分散に対して正の
影響を持つことがわかった．これらの結果か
ら北海道を除くエリアで供給曲線の形状と残
余需要の分布が電力価格の分散に影響を与え
ていることがわかる．

残余需要の 2 乗の係数に注目すると東日本
と比較して西日本，九州が電力価格変動に対
して残余需要が与える影響が少ないことがわ
かる．この要因として表 2 からわかるように
西日本では他地域と比較して水力・揚水発電
の割合が高いことや，最高需要に対する連系
線の容量が多いことから中部，関西，北陸，
中国，四国と広大なエリアの発送電の効率化
や IRE の間欠性を補完できていると考えら
れる．九州では玄海原子力発電所の一部・川
内原子力発電所が稼働している事からベース
ロード電源が他地域に加えて安定しているこ
とが要因の一つとして挙げられる．（原子力
規制委員会 2022）

これは西日本にも同様のことが言える．ま
た九州エリアの電源Ⅰ・Ⅱ火力発電 15 基の
すべてが規格出力の 30%，全出力の約 80%
が規格出力の 20% 以下の低負荷運転が可能
になっている．（資源エネルギー庁 2022）こ
のことが時間帯によっては太陽光の供給力で
全需要をカバーできる九州の IRE を活用し
つつ，火力発電の DSS（Daily Start and 

Stop）を回避することで，電力価格と供給の
安定性を保っていると考えられる．また定格
容量 30 万 kWh の大型蓄電池システムを用い
て揚水と共に太陽光出力抑制の削減と太陽光
発電が減少する時間帯の需給バランスの調整
が行われている．このように IRE シェアが
高い状況においても多様な柔軟性オプション
が機能していることで，価格の分散が IRE
シェアに対して抑制されていると考えられ
る．

表 5 は各エリアの Extend モデルの分析結
果を表している．Extend モデルでは残余需
要を負荷と IRE に分けた分析を実施した．
残余需要を分解した Load Var,IRE Var の係
数については九州の IRE Var 以外の係数は
すべて有意となった．残留需要の分散（Load 
var IRE var の共同有意性）は全てのエリア
で統計的に有意となった．相互作用項
Load*IRE は九州以外の 3 地域で価格変動に
対して正の影響を示している．本モデルでは
Load と IRE が価格変動に対して重要な要因
となっている事がわかる．

表 6 は Wind/Solar モデルのエリア別回帰
分析結果を表している．IRE の平均需要に対
する最大発電量は風力発電で北海道の約 12% 
，太陽光発電で九州の約 83% となっている．
風力発電では Wind 係数，Wind の共同有意
性のどちらも東日本エリアのみ統計的に有意
となった．一方で太陽光発電は東日本・西日

表 4　Basic モデルのエリア別回帰分析結果

∗カッコ内は P 値を示している．また P 値は HAC 標準誤差に基づく．
共同有意性に関しては F 統計量を括弧内の P 値で示している．
∗∗∗，∗∗ ，∗ はそれぞ れ 1%，5%，10% の有意水準で 有意で あることを示す．
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表 5　Extend モデルのエリア別回帰分析結果

∗カッコ内は P 値を示している．また P 値は HAC 標準誤差に基づく．
共同有意性に関しては F 統計量を括弧内の P 値で示している．
∗∗∗，∗∗ ，∗ はそれぞ れ 1%，5%，10% の有意水準で 有意で あることを示す．

表 6　Wind/Solar モデルのエリア別回帰分析結果

∗カッコ内は P 値を示している．
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本エリアが共同有意性を持つことがわかっ
た．

図 3 はエリア別に電力価格分散に対する風
力，太陽光発電の影響を表したモデルである．
図 3 から東日本エリアでは太陽光発電と風力
発電の双方のシェアが高い際に電力価格の分
散が低減していることがわかる．このように
太陽光発電と風力発電の相乗効果が見られる
要因としてまず連系線容量と周波数が挙げら
れる．東京 - 東北エリア間の連系線量は約
600 万 kW と我が国の連系線で最大規模を誇
っている．また東日本 - 西日本間のように周
波数を揃えるための変電施設の必要性がなく
効率的な送電が可能になっている．

東北エリアは風力発電が盛んであり，東北
エリアで電力供給が過剰になった際は IRE
の中でも風力による送電が実施される可能性
が高い．風力発電によって生産された電力は
高圧であり，東京 - 東北間のような遠隔送電
が容易であることも，太陽光発電と風力発電
の相乗効果に繋がっている可能性がある．そ
れに加えて東京という大消費地を抱えている
事から電力供給過剰で出力抑制の機会が少な

く，他のエリアでは余剰になるような供給力
を活用出来ていると考えられる．

また東日本エリアは IRE 供給と需要の共
分散が電力価格分散に負の影響を与えること
がわかる．つまり IRE が電力価格の分散に
対して一定の低減効果を持っていると考えら
れる．

一方で西日本・九州エリアのモデルは非常
に似た形状をしていることがわかる．西日本
に関しては風力発電を実施しているエリアが
広範囲に散らばっており，風力発電による供
給が西日本エリア全域で同時に増加すること
は難しい．

そのため東日本エリアと異なり風力発電と
太陽光発電は相乗効果ではなく，お互いが発
電しない期間に発電のピークが発生する補完
効果が発生していると考えられる．九州エリ
アに関しては分析対象の全てのエリアの中で
最も風力発電のシェアが少なく，太陽光発電
が大部分を占めているため風力発電が電力価
格分散に与える影響が少なくなっていると考
えられる．

また P 値は HAC 標準誤差に基づく．共同

図 3　エリア別電力価格分散に対する風力，太陽光発電の影響
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有意性に関しては F 統計量を括弧内の P 値
で示している．∗∗∗，∗∗ ，∗ はそれぞ れ 1%，
5%，10% の有意水準で 有意で あることを示
す．

4.3　IRE シェアと電力価格変動の関係
図 4 は各エリアにおける IRE シェアと価

格分散を表したものである．北海道，東日本，
西日本では IRE が高シェアになる際に価格
分散が減少していることがわかる．また西日
本は他の 2 地域と異なり，価格分散が少ない
ことがわかる．九州では IRE シェアが高い
部分においても高い価格分散が散見される．
一方で価格分散の絶対値は他地域と比較して
少ない．この理由として九州は太陽光発電の
割合が高く，時間帯によっては総需要の 80%
を超える供給を占めることがある事から，図
2 における左端部分のように残余需要が少な
く価格分散が増加している可能性が考えられ
る．しかし，揚水・蓄電池・連系線などの柔
軟性オプションを豊富に備えている事から価

格分散の絶対値が抑制されていることも大き
な要因である．

北海道で価格分散が大きい理由としてまず
連系線容量が少ないことが挙げられる．九州
と異なり電力供給に余裕がある状況ではない
中で，東北との連系線容量が少ない（90 万
kW）事から価格変動が増加している可能性
がある．次に今回フレキシブル電源に定義し
た LNG 火力発電が北海道で導入されたのは
2019 年からであり，それまでの期間に IRE
の間欠性をカバーする電源が少なかったこと
も大きな要因として挙げられる．それに加え
て東日本大震災が発生するまで北海道は石
炭・原子力発電が主電源であり，震災の影響
からいまだに原子力発電所は停止しているこ
とでベースロード電源の不確実性が高い．そ
れにより IRE の発電量が多い昼間などに火
力発電所が電力供給過剰を防ぐために稼働を
止める Daily Start Stop（DDS）の回数が増
加しコストの増加や発電所トラブルに繋がる
事で，電力価格の変動が増加した可能性が考

図 4　各エリアにおける IREシェアと価格分散の関係
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えられる．実際に 2018 年の北海道胆振東部
地震では石炭火力への依存度が高過ぎたこと
からブラックアウトが発生している．

西日本が大規模な電力需要を持つにもかか
わらず，他地域より電力価格の分散が抑制さ
れている理由として，供給面からは水力・揚
水キャパシティが高いことが挙げられる．
IRE の間欠性を揚水による需要創出や発電に
よって補完している．需要面では一般世帯の
需要サイドレスポンスが挙げられる．西日本
エリアは一般世帯の太陽光発電システムの利
用率が全国平均と比べて高い（環境省 2017）．
これにより太陽光の売電やスマートメーター
の導入による正確な需要量予測が可能である
ことが考えられる．

4.4　  電力価格の変動に対する柔軟性オプシ
ョン

図 5 は太陽光発電・風力発電と水力・揚水
容量の電力価格分散に対するモデルを表して
いる．水力・揚水容量は太陽光発電，風力発
電の双方において発電シェアが一定を超えて
から電力価格の分散を抑制する効果が示され
ている．このように IRE シェアの供給が増
加し，間欠性の影響が大きくなる際にその負
の効果を補完できる可能性が高い．

図 6 は太陽光発電・風力発電と天然ガス・
石油発電の電力価格分散に対するモデルを表
している．天然ガス・石油発電に表されるフ
レキシブル発電は水力・揚水発電と異なり，
IRE シェアに関係なく電力価格の分散を抑制
する効果がある．そのため IRE の間欠性を
打ち消す有効な柔軟性オプションであると考

図 5　太陽光発電・風力発電と水力・揚水容量の電力価格分散に対する影響

図 6　太陽光発電・風力発電と天然ガス・石油発電の電力価格分散に対する影響
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えられる．

第 5章　結論と政策的意味合い

本研究では IRE（太陽光・風力発電）の導
入が電力価格の変動にどのような影響を与え
るか，そして価格変動に対してどのような柔
軟性オプションが有効か分析を行なった．分
析対象は北海道・東日本・西日本・九州の 4
エリアとした．その結果残余需要（= 総需要
から IRE の発電量を引いた数値）が電力価
格の変動に影響を与えることがわかった．こ
の事から残余需要の増減による供給曲線の形
状と残余需要の変動そのものが先行研究と同
様に我が国でも電力価格の変動に影響を与え
る要因である事がわかる．またエリア別分析
においても北海道を除く 3 エリアでこの事を
確認することが出来た．

一方で先行研究のモデルで示されたような
IRE が低負荷，高負荷の際に高い電力価格の
変動を示すことは確認できなかった．この要
因として先行研究である Schoniger and 
Morawetz（2022）が分析対象とした欧州各
国と比較して，本研究が対象とした日本の各
エリアの IRE シェアが低いことが挙げられ
る．そのため常に IRE の間欠性が電力価格
の変動を引き起こすのではなく，ある時点に
おいて総発電量に対して IRE のシェアが高
まる場面に限られている可能性がある．また
我が国は欧州各国と異なり電力価格の下限を
設定しているといった政策の違いも要因とし
て考えられる．政策の違いに関する詳細は後
述に記載する．また本研究の限界として連系
線を含めた電力需要をカバーできていない事
が挙げられる．例えば九州は太陽光発電の割
合が高く，電力供給に余力があることから連
系線を通して中国エリアに電力を輸出してい
る．こうした中，九州で実際に消費した電力
の発電内訳や消費量と供給された電力が完全
に一致しない場合，誤差が存在する可能性が
ある．

エリア別分析においては Basic モデルで残
余需要，Extend モデルでは残余需要を分解

した IRE と負荷それぞれの分散が電力価格
の変動に有意な正の影響を与えることが明ら
かになり，残余需要の変動そのものが電力価
格の変動に影響を与えることを裏付けてい
る．一方で西日本や九州など揚水発電や蓄電
池設備，フレキシブル電源の低負荷運転とい
った柔軟性オプションが残余需要による電力
価格の変動に与える影響を低減することがわ
かる．

これらを踏まえて IRE の導入を加速しつ
つ長期的に電力価格変動を小さくするために
は 1. IRE の供給量が増加した際の変動を小
さくする，2. 供給曲線の形状を変更する施策
を実施することがポイントとなる．具体的に
前者には IRE の発電量予測，後者に対して
は連系線による需給バランスの調整やベース
ロード電源の低負荷運転等により変動する
IRE のバランシング，揚水発電，蓄電池設備，
水素による蓄電，送電能力，デマンドレスポ
ンス（DR）などの柔軟性オプションが挙げ
られる．

また本研究の重要な示唆として柔軟性オプ
ションに対する投資シグナルと電力価格分散
の増加局面の齟齬が挙げられる．表 3 の結果
から残余需要と電力価格分散が先行研究と比
較して傾きは緩やかではあるが，U 字形を示
す事がわかる．これは現在の我が国は IRE
の導入が少ないため，現時点での電力価格の
分散は多いものの，IRE の導入に伴い電力価
格分散が徐々に減少する局面にある．しかし
IRE シェアが高まるにつれて再び電力価格分
散が増加する可能性を示唆している．

つまり電力価格の分散が残余需要に対し U
字型に従うと仮定し，これから我が国が電力
価格分散の増加局面の前に減少局面と相対す
る場合，市場シグナルだけでは価格分散を抑
制する柔軟性オプションへの投資インセンテ
ィブが不十分であると考えられる．

そのため再生可能エネルギー先進国と比較
して IRE の導入が初期段階にある現在にお
いて，柔軟性オプションの検討と導入を加速
させていく必要がある．

そこで IRE のシェアを拡大させつつ，間
欠性という欠点に対処するオプションに電力
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のマイナス価格，水力揚水発電，フレキシブ
ル発電，連系線の 4 つの観点から考察してい
く．

まず欧州を対象とした先行研究 Schoniger 
and Morawetz（2022）と日本を対象とした
本研究を比較すると前述の通り，パネルデー
タ分析の結果から我が国の残余需要と電力価
格分散の U 字型は欧州と比較して傾きが緩
やかになることがわかった．その理由として
我が国の IRE のシェアが他国と比較して低
いことに加えスポット市場に価格下限（0.01
円 kWh）が設定されていることで

電力価格がマイナスになることがないた
め，結果的に図 1 の左側部分の電力価格変動
が少なくなり，結果的に供給曲線の傾きを緩
やかにしている可能性が要因として考えられ
る．電力価格に下限を設定することは電力の
物理的安定供給というメリットがあるが，一
方で長期的な蓄電設備や低負荷での運用設備
の投資インセンティブが削がれる可能性があ
る．現状，電力価格が低下する，つまり電力
供給が需要を上回る場合は一般的に出力抑制
が行われる．我が国の出力抑制はスポット市
場の約定価格が決定した前日 17 時までに事
業者に要請される形になっている．そのため
実際にスポット価格が低く決まる前に出力抑
制の依頼が発電事業者に届く場合がある．

そのため該当エリアで出力抑制をしている
のにも関わらず隣接エリアのスポット価格が
高い，場合によっては隣接するエリアから電
力を融通してもらう状況が生まれる可能性が
ある．こういった状況が起きると必要のない
出力抑制により機会損失が生まれる．マイナ
ス価格がある場合は先物等で売却した電力を
買い戻し蓄電設備に電力を蓄える，そのため
の蓄電設備投資といった選択肢が生まれる．
またなるべく限界発電費用の安い IRE を稼
働させるためにベースロード電源をより低負
荷で稼働させられる投資インセンティブとな
るだろう．

これにより電力のマイナス価格は発電事業
者の利益，IRE の普及，蓄電池やフレキシブ
ル電源の低負荷運転といった柔軟性オプショ
ン投資において有効な施策と考えられる．そ

れに加えて電力のマイナス価格による発電事
業者の損失や発電そのもののディスインセン
ティブというデメリットに対処するために供
給力を事前に確保し，投資回収を保証する容
量市場制度が 2024 年から導入予定である事
から，マイナス価格の導入によるメリットは
大きいと考えられる．

本研究では IRE の間欠性に対処する柔軟
性オプションとしてフレキシブル発電（天然
ガス + 石油），水力・揚水発電・連系線容量
を挙げており，これらの有効性や今後の展開
について述べる．まずフレキシブル発電につ
いてだが，図 6 からわかるように電力価格の
分散を低減する効果を持っていることがわか
る．一方で出力抑制が発生する場合に最も早
く対象となる電源である．そのためなるべく
低負荷で発電が出来るほど望ましい事がわか
る．しかし中 3 社（東京・中部・関西）を除
く一般送配電事業者への調査では石油発電設
備の 5% の最低出力が 50% を超えている，天
然 ガ ス 発 電 設 備 の 64.6% の 最 低 出 力 が
31-50% の設備となっている．（資源エネルギ
ー庁 2021）

現状の我が国ではフレキシブル発電の容量
が約 4 割を占めている事から，技術的な制約
はあるもののこの現状を改善することが再生
可能エネルギー拡大に向けた急務と言える．
またフレキシブル電源ではないが我が国の発
電総量の約 35% を占める石炭発電にも同じ
ことが言える．また石炭火力は DSS を行う
と再起動に時間がかかるため，出力抑制で一
度発電を止めてしまうと夕方の太陽光出力
源・需要増に対応する事が難しい．そのため
フレキシブル発電の低負荷運転への対応が重
要なポイントと言える．

次に水力・揚水発電についてだが，図 5 で
は IRE シェアが増加していくタイミングで
電力価格の分散を低減している事がわかる．
IRE が一定のシェアを持ち，間欠性が発生す
る際にそれを補完できる揚水発電は数ある柔
軟性オプションの中でも有効な手段であると
言える．一方で我が国の揚水施設は長期の使
用により設備の劣化や稼働が電力供給のピー
ク時に限られることによる採算性，低い設備
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利用率，IRE の地域分散に対応できる中小揚
水施設の増強など課題が散見しており，今後
の投資によってこれらを解決していく必要が
ある．

連系線については容量と周波数制約が現状
の課題として挙げられる．まず連系線の周波
数制約については，我が国では東日本が
50Hz，西日本では 60Hz と使用する周波数に
違いがあり，東京中部間連系設備に変電施設
が設置されている．こうした周波数の違いは
東西間の電力融通や緊急時の送電時の懸念が
考えられる．エリア間値差リスクをヘッジす
る上でも前述の課題の解決が求められる．送
電容量に関しては東西に長い国土的特徴から
晴天が多い九州では太陽光発電，常に一定の
風力が見込まれる北海道・東北では風力発電
と各 IRE のポテンシャル地域が偏在かつ大
消費地から遠い事を加味すると隣接地域を結
ぶ現在の送電網だけでは不十分と言える．ま
た太陽光発電では大規模事業以外は低圧送
電，風力発電では高圧送電をする事から，送
電距離の制約にも違いが見られる．そのため
IRE の導入加速と比例して，これらの前提を
踏まえた多角的地域を結ぶ連系線の増強が喫
緊の課題と言える．

OCCTO のマスタープランでは北海道・東
京間の海底直流送電線（800 万 kW），九州・
四国間の連系線新設，既存連系線の増強が予
定されている．（資源エネルギー庁 2022）北
海道・東北，九州エリアは洋上風力発電ポテ
ンシャルが高く今後発電設備が普及していく
事から，該当エリアの連系線の増強は必須と
言える．また洋上風力発電は陸上風力発電と
比較して間欠性が低い発電方法であること，
日本の地理的特性にあった発電方法である観
点からも重要だと考えられる．

その他の柔軟性オプションとして供給面か
らは系統用蓄電池設備の増強や水素を用いた
エネルギー貯蔵，需要面からは発電量予測技
術，デマンドレスポンス（DR），EV 等によ
る需要シフトが挙げられる．系統用蓄電池は
今年の 4 月から大型の蓄電池を発電事業とす
る電気事業法の改正が試行される．これによ
り蓄電池設備の系統接続が容易となり，出力

抑制される電力を減らし IRE による電力の
有効活用が加速すると考えられる．

第 6章　本研究の総括と展望

本研究では IRE が電力価格の変動に影響
を与えること，IRE の導入と電力価格変動が
長期的に U 字型の関係を示すことを明らか
にした．また各柔軟性オプションの有効性を
検討することで，電力価格に影響を与える要
因に対してどのような施策が長期的に価格変
動を低減する事ができるかを示す事が出来
た．これにより IRE を電力市場に統合しつ
つ電力価格の安定性を実現するための方向性
を導き出している．

展望としてはこれから我が国では IRE の
シェアが増していく中で，連系線容量や蓄電
池設備の増強など柔軟性オプションも充実し
ていくと考えられる．そうした条件下で分析
をすることにより先行研究で分析が行われた
欧州各国との精密な比較が可能になるだろ
う．欧州以外にも隣接地域との連系線が存在
しないオーストラリアやニュージーランド，
台湾などの国と比較することで，価格変動を
抑制する柔軟性オプションについて前提条件
を揃えた分析が可能になると考えられる．
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再生可能エネルギーの導入は長期的な電力卸売価格の安定に寄与するのか ?

Appendix
Wozabal et a l（2016）,Schoniger and 
Morawetz（2022）からの引用に基づいた残
余需要をカバーする供給モデルを以下に記載
する．供給は次のような関数で記載できる．

K(X)=a+bX+cX2+dX3  （a）

K は総コスト，X は残余需要量，a,b,c,d は
それぞれの係数を表している．この場合コス
ト限界費用の変化は以下の式で表せる．

残余需要が非弾力的と仮定すると，価格の変
化はコスト関数の微分で表すことができる．

p は電力のスポット価格を表している．この
導関数は価格変動のうち供給曲線の形状に影
響される部分を表している．また価格変動は
IRE の発電量変動や負荷そのものの変動の結
果である X の変動によっても引き起こされ
る．
この相互作用には直接的な経済的解釈はない

が，テイラー近似により供給関数形状と残余
需要の分散の相互作用を記述することができ
る．（Wozabal et al 2016）

式（a）の供給関数を E(X)=μの一次テイラ
ー近似する，つまり（a）の期待値で近似す
ることでより簡潔な式で近似を行う．

K(X)=a+bμ+cμ2+dμ3+(b+2cu+3dμ2 )(X-μ)

また両辺に Variance Operator を適用し両辺
の変数に含まれる分散を求め，μが定数であ
る事を考慮することで分散を求める際に μが
変化した際の影響を与えないとすると以下の
式が得られる．（Schoniger and Morawetz 
2022）

価格の分散は限界費用関数に等しい供給関数
の 2 乗の傾きに残存負荷の分散を掛けたもの
で近似されることがわかり，供給関数の形状
と残余需要の分散が電力価格の分散を決める
概念を裏付けるものとなっている．

( ) = + 2 + 3  ( )
( ) = ( ) ( )

( ) = ( + 2 + 3 ) ( )
( ) = ( ) ( )


